第１章　大阪の経済


平成24年度における大阪府の府内総生産額は、名目で36兆4,291億円、実質（平成17暦年連鎖価格）で38兆3,532億円でした。大阪府の実質経済成長率は、23年度には1.5％増で全国の0.3％増を上回りましたが、24年度は全国が0.7％増となる中で、0.3％減と３年ぶりにマイナス成長になりました。
府内総生産の全国構成比は、緩やかな低下傾向にあります。リーマンショックによる府内総生産の落ち込みが小さかったことから平成20年度に上昇に転じましたが、その後は、再び低下しました。

それでも、大阪府の経済規模は大きく、全国の7.7％のシェアを有しており、主要国と比べてもアルゼンチンと同程度の経済規模となっています。

　平成23年度の大阪府の１人当たり府民所得は292万円で、全国10位でしたが、１人当たり府民雇用者報酬は529万円で、東京都に次ぐ２位となっています。
ここでは、大阪経済の姿を総合的に示す府内総生産が日本経済に占めるシェア、海外諸国の国内総生産との比較や成長率の推移をみています。
１－１．経済成長率

	大阪府の実質経済成長率は、リーマンショックが発生した平成20年度と21年度にマイナス成長となりましたが、22年度にはプラス成長に転じました。23年度の成長率は1.5％増で全国の0.3％増を上回りましたが、24年度は全国が0.7％増となる中で、大阪府は0.3％減と３年ぶりにマイナス成長になったと推計されています。


[image: image1.emf]経済成長率の推移
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平成14

年度

15 16 17 18 19 20 21 22 23 24

大阪府（生産：連鎖） -1.5 0.7 1.6 0.3 1.2 1.8 -1.3 -6.0 2.0 1.5 -0.3

全国（支出：連鎖） 1.1 2.3 1.5 1.9 1.8 1.8 -3.7 -2.0 3.4 0.3 0.7

大阪府（生産） -2.6 -0.7 0.9 0.0 0.3 1.4 -2.8 -5.6 0.2 0.5 -0.5

全国（支出） -0.7 0.8 0.2 0.5 0.7 0.8 -4.6 -3.2 1.3 -1.4 -0.2

平成23年度における総生産額

実質（生産：連鎖） 38兆4,501億円 514兆0,221億円

名目（生産） 36兆6,000億円 473兆6,691億円

（参考）平成24年度における総生産額

実質（生産：連鎖） 38兆3,532億円 517兆4,992億円

名目（生産） 36兆4,291億円 472兆5,965億円

大阪府 全国

実質（支出：連鎖）

名目（支出）

（大阪府統計課「平成23年度大阪府民経済計算《確報》」、「平成24年度大阪府民経済計算《早期推計》」、

内閣府「平成24年度国民経済計算確報」）

(注)実質値は、平成17暦年基準による。大阪府は、23年度までが23年度確報で、24年度は早期推計による。

実質（支出：連鎖）

名目（支出）



実質

名目

大阪府 全国

経済成長率

経済の成長度合いを示すもので、国内（府内）総生産の対前年度増加率で表す。物価変動の影

響を除去した実質値と物価変動の影響を除去する前の時価である名目値があるが、一般に、成長

率分析の場合は実質値の成長率を用いる。
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１－２．大阪経済が日本経済に占めるシェア

	大阪経済の全国におけるシェア（名目府内総生産(＝総支出)の対全国構成比）は、リーマンショックによる府内総生産の落ち込みが小さかったことから平成20年度に7.9％へと上昇しましたが、21年度以降は再び低下し、23年度は7.7％となっています。


[image: image2.emf]大阪経済が日本経済に占めるシェア

（単位：十億円、％）

大阪府 東京都 神奈川県 愛知県 全国

シェア シェア シェア シェア シェア

平成13年度 39,914 8.0 95,235 19.0 30,646 6.1 33,231 6.6 501,711 100.0

14 38,872 7.8 94,340 18.9 30,152 6.1 33,802 6.8 498,009 100.0

15 38,593 7.7 95,261 19.0 30,682 6.1 33,623 6.7 501,889 100.0

16 38,929 7.7 98,078 19.5 30,819 6.1 34,648 6.9 502,761 100.0

17 38,946 7.7 99,384 19.7 31,480 6.2 35,389 7.0 505,349 100.0

18 39,070 7.7 99,873 19.6 32,305 6.3 36,735 7.2 509,106 100.0

19 39,631 7.7 99,949 19.5 32,551 6.3 37,467 7.3 513,023 100.0

20 38,505 7.9 97,330 19.9 31,513 6.4 33,318 6.8 489,520 100.0

21 36,359 7.7 91,800 19.4 29,999 6.3 32,102 6.8 473,934 100.0

22 36,426 7.6 91,448 19.0 30,323 6.3 31,706 6.6 480,233 100.0

23 36,600 7.7 92,388 19.5 30,422 6.4 31,882 6.7 473,669 100.0

（内閣府「平成24年度国民経済計算確報」、内閣府「平成23年度県民経済計算」）



(注)１．93SNA及び平成17年基準。

　　２．SNAとは、System of National Accountsの略称であり、「国民経済計算」または「国民経済

        計算体系」と訳されている。93SNAとは、1993年に国連が加盟各国にその導入を勧告した国民

　　　　経済計算の体系の名称である。
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府内総生産

１年間に府内の各経済活動部門の生産活動によって新たに生み出された価値(付加価値)の総額。


１－３．府内総生産の国際比較

	大阪府の府内総生産を主要国の国内総生産と比較すると、アルゼンチンと同程度の規模を持っています。また、近畿の域内総生産は韓国に次ぐ規模です。


[image: image3.emf]（注）１．国際連合｢National Accounts Main Aggregates Database｣より作成。2011暦年。

２．大阪府(11年度)、近畿（11年度）は内閣府｢平成23年度県民経済計算｣による。

近畿は、滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県の２府４県。年度為

替レート１米ドル＝79.05円にて換算。（日本銀行「主要時系列統計データ表」よ

り。東京市場インターバンク直物中心相場の各月中平均値の単純平均。）
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155,338


１－４．１人当たり県民所得・県民雇用者報酬
	大阪府の１人当たり府（県）民所得は292万円で全国10位ですが、１人当たり府（県）民雇用者報酬は529万円で東京都に次ぐ全国２位となっています。


[image: image4.emf]１人当たり県民所得と県民雇用者報酬（平成23年度）

（単位：千円）

１人当たり

県民所得

１人当たり県

民雇用者報酬

大阪府 2,920 大阪府 5,291

東京都 4,373 東京都 6,385

静岡県 3,162 神奈川県 5,014

愛知県 3,105 奈良県 4,817

滋賀県 3,072 栃木県 4,769

富山県 3,055 千葉県 4,692

茨城県 3,044 埼玉県 4,650

広島県 3,030 兵庫県 4,611

栃木県 2,955 愛知県 4,567

神奈川県 2,926 北海道 4,562

群馬県 2,890 茨城県 4,531

全県計 2,915 全県計 4,677

（内閣府「平成23年度県民経済計算」）

１人当たりの県民所得

＝当該県の県民所得÷当該県の総人口



　県民所得は、県民雇用者報酬、財産所

得（非企業部門の財産所得の純受取）、

企業所得（企業の財産所得の純受取を含

む）を合計したもの。したがって、個人

の所得水準を表すものではなく、企業利

潤なども含んだ各都道府県の経済全体の

所得水準を表している。



１人当たりの県民雇用者報酬

＝県民雇用者報酬÷県民雇用者数



　雇用者とは、生産活動に常用雇用・日

雇を問わず従事する就業者のうち、個人

業主と無給の家族従業者を除く全てをい

う。

　県民雇用者数とは、就労地を問わず県

内に居住する雇用者の数を指す。
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１－５．産業大分類別府内総生産

	大阪府における、この10年間の産業別府内総生産構成比の推移をみると、サービス業の割合が上昇しており、平成24年度では22.5％と全産業中で最も高い割合を占めています。一方で、製造業、卸売・小売業の割合は低下傾向にあり、24年度にはそれぞれ13.8％、17.7％になっています。


[image: image5.emf]産業大分類別府内総生産(名目：実額)の推移

（単位：億円）

平成14

年度

15 16 17 18 19 20 21 22 23 24

農林水産業 357 369 381 370 372 373 381 381 395 397 406

鉱業 29 29 24 25 25 23 19 14 15 15 15

製造業 59,924 60,566 61,401 60,100 59,091 61,704 58,173 52,371 53,483 53,462 50,375

建設業 17,238 16,708 17,697 16,731 16,093 15,588 17,334 15,624 13,727 14,177 14,248

電気・ガス・水道業 12,127 11,756 11,552 10,501 10,093 9,426 9,102 10,076 10,133 8,837 8,703

卸売・小売業 73,351 71,531 72,281 75,007 74,123 75,288 71,035 62,055 63,405 64,832 64,619

金融・保険業 25,080 25,126 24,750 25,172 24,183 23,235 18,737 18,259 17,924 17,342 17,143

不動産業 44,078 44,686 44,690 45,469 47,236 47,158 47,371 47,607 47,348 47,921 48,479

運輸業 18,287 17,997 18,510 18,704 19,261 19,617 18,678 17,277 17,889 18,228 18,660

情報通信業 24,989 25,105 24,834 23,949 24,092 24,542 25,289 24,917 24,934 24,259 24,270

サービス業 77,535 76,491 77,127 78,177 80,271 83,519 84,273 81,846 81,106 81,381 81,887

政府サービス生産者 27,499 27,145 26,742 25,755 25,501 25,749 24,808 24,008 23,512 23,527 23,462

対家計民間非営利サービス生産者 6,429 6,285 6,396 6,476 6,772 6,715 6,613 6,515 6,777 7,146 7,250

輸入品に課される税・関税 4,614 4,752 5,083 5,677 6,270 6,423 6,155 4,905 6,087 6,805 7,006

（控除）総資本形成に係る消費税 2,762 2,782 3,060 2,653 2,687 3,057 2,914 2,268 2,472 2,329 2,232

府内総生産（生産側） 388,775385,763388,408389,459390,697396,305385,051363,589364,263366,000364,291

（大阪府統計課「平成23年度大阪府民経済計算《確報》」「平成24年度大阪府民経済計算《早期推計》」）

(注）

２.　四捨五入等のため、合計が不一致になる場合がある。

１.　93SNA及び平成17年基準。平成23年度までが23年度確報（ただし、平成14～16年度は、平成17暦年基準の経済活動別分

　 類で表章した参考表を活用）、24年度は早期推計による。
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産業大分類別府内総生産（名目：構成比）の推移（大阪府）

政府サービス生産者

サービス業

情報通信業

運輸業

不動産業

金融・保険業

卸売・小売業

電気・ガス・水道業

建設業

製造業

（％）
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